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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 大連明日星科技有限公司

AsReader,Inc.
株式会社自動レジ研究所

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、大連明日星科技有限公司、AsReader,Inc.の決算日は、12月31日であり、

当該連結子会社の決算日に係る計算書類を使用しております。連結計算書類の作成にあたっては、
６月末日の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調
整を行っております。
その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用してお

ります。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算出しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、市場価格のない有価証券については、１株当た
りの純資産額と取得原価を比較して１株当たり純資産
額が50％を下回っている場合に減損処理の要否を検
討しておりますが、将来の超過収益力等を反映した価
額を実質価額とすることが合理的と判断される場合に
は、当該金額を純資産額に代えて減損処理の要否を検
討しております。

ⅱ 棚卸資産
・商品、製品、原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法による算定)
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法による算定)
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ 有形固定資産 主として定率法を採用しております。但し、建物なら

びに2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構
築物につきましては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 50年
建物附属設備 ８〜17年
構築物 15〜20年
工具器具備品 ２〜10年

ⅱ 無形固定資産 定額法を採用しております。ソフトウエアについて
は、市場販売目的のソフトウエアは、見込販売期間
（３年以内）に基づく定額法、自社利用のソフトウエ
アは、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
ⅰ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

ⅱ 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込
額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

ⅲ 製品保証引当金 販売した製品の保証期間内に発生する費用の支出に備
えるため、過年度の実績に基づいた見積額を計上して
おります。

ⅳ 受注損失引当金 ソフトウエア受託開発において、その制作途上で損失
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが
できる契約について、損失見込額を計上しておりま
す。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお
りであります。いずれについても取引の対価は履行義務を充足してから主として1年以内に受
領しているため、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な
変動対価はありません。
ⅰ 製品の販売

AsReader事業においては、主にバーコードリーダー、RFIDリーダー／ライター、赤外
線通信装置とその附属品の製造及び販売を行っております。このような製品の販売につい
ては、顧客に製品をそれぞれ出荷した時点で収益を認識しております。

ⅱ 工事契約
システムインテグレーション事業においては、主に顧客との請負契約により顧客仕様の

システム開発を行っております。このようなシステム開発については、開発の進捗により
履行義務が充足されていくものと判断しており、一定の期間にわたり充足される履行義務
として、ごく短い期間にわたり充足される履行義務を除き、履行義務の充足に係る進捗度
を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の
見積りは、予想される開発原価総額に占める発生した開発原価の割合に基づいておりま
す。また、ごく短い期間にわたり充足される履行義務については、完全に履行義務を充足
した時点で収益を認識しております。

ⅲ 保守サービス
当社及び連結子会社が顧客に提供した製品やシステムに関する保守サービスを提供して

おります。このような保守サービスについては、顧客に役務を提供した時点で収益を認識
しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めて計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会

計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-
２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連
結計算書類に与える影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連

結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計
年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度について
は遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の
連結計算書類への影響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
当連結計算書類の作成にあたり、当社グループが行った重要な会計上の見積り及び使用した仮定は

次のとおりです。見積りの基礎となる仮定は継続的に見直しています。見積りの変更による影響は、
見積りを変更した期間及び将来の期間において認識しています。なお、これらの見積り及び仮定に関
する不確実性により、将来の期間において資産又は負債の帳簿価額に対して重要な修正が求められる
結果となる可能性があります。

（1）棚卸資産の評価
当社グループは、当連結会計年度において、連結貸借対照表上、棚卸資産を445,484千円計

上しております。そのうち商品及び製品は404,829千円であり、商品評価減102,734千円が控
除された金額です。他方、原材料及び貯蔵品は40,655千円であり、原材料及び貯蔵品に係る評
価減が112千円控除された金額です。

（算出方法）
棚卸資産の評価方法は、主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しています。
（主要な仮定）

当該棚卸資産の評価方法は、過去の販売実績に基づく在庫回転率や市場の状況などに着目し、
将来の販売計画の実現可能性を見積もっており、主要な仮定に該当すると判断しております。

（翌年度以降への影響）
当社グループの事業においては、製品のライフサイクルが比較的短いことから、製品の販売可

能性について不確実性を伴います。正味売却価額が想定よりも下回った場合あるいは、過去に評
価減を計上した商品が販売計画を上回って販売された場合、一定の在庫回転率まで低下した場合
には、棚卸資産の期末残高及び売上原価に影響を及ぼします。

（2）繰延税金資産
当社グループは、当連結会計年度末において、連結貸借対照表上、繰延税金資産を1,611千円

計上しております。
（算出方法）

当社グループでは繰延税金資産の回収可能性について毎期検討を行っております。当社グルー
プの繰延税金資産の回収可能額は、将来の課税所得の予測に大きく依存しておりますが、課税所
得の予測は将来の事業環境や当社グループの事業活動の推移、その他の要因により変化します。

（主要な仮定）
当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去３年実績及び当

連結会計年度の経営成績や、中期計画（３ヶ年）を総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第
26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に定められた要件に基づき当社及び連結
子会社を分類しております。その上で、当社グループの将来の業績に与える影響を客観的に予測
することは困難であるため、翌連結会計年度の１年間の課税所得を見積るとともに、各会社の分
類に応じて中期計画の実現可能性を勘案した上で一時差異の解消時期をスケジューリングし、繰
延税金資産の回収可能性を判断しております。
将来の課税所得の見積り及び将来減算一時差異のスケジューリングは、繰延税金資産の回収可

能性を見積る上での主要な仮定に該当すると判断しております。
課税所得の見積りの際に使用した中期計画は、販売戦略を考慮して見積られた将来の売上予測

や過去実績を踏まえた営業利益率に基づいております。
（翌年度以降への影響）

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌
連結会計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影
響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保資産及び担保債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
建物 459,089 千円
土地 292,589 千円

計 751,678 千円

担保付債務は、次のとおりであります。
短期借入金 500,000 千円

計 500,000 千円

（2）売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、次のとおりで
あります。
売掛金 207,506千円
契約資産 68,876千円

（3）当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行８行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,150,000千円
借入実行残高 650,000千円
差引額 500,000千円

（4）減損損失累計額
有形固定資産の減損損失累計額は、減価償却累計額に含めて表示しております。

５．連結損益計算書に関する注記
（1）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

売上原価 △10,895千円

（2）一般管理費に含まれる研究開発費の総額
一般管理費 18,815千円

（3）減損損失
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（千円）
AsReader,Inc.
（アメリカ オレゴン州） 事業用資産 工具、器具及び備品 1,160

株式会社自動レジ研究所
（滋賀県栗東市） 事業用資産

建物、建物附属設
備、構築物、工具、
器具及び備品、ソフ
トウエア

31,034

当社グループは、原則として会社別・セグメント別にグループ化し、キャッシュ・フローを生み出
す最小単位として、減損損失の認識を行っております。
AsReader,Inc.及び株式会社自動レジ研究所については、営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスであることから、事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額32,195千円を
減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物434千円、建物附属設備15,904千
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円、構築物494千円、工具、器具及び備品11,867千円、ソフトウエア3,493千円であります。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。なお、将来キャッシュ・フローが見込め
ない資産については、回収可能価額を零として評価しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
期末の株式数

普通株式 7,113,400株 683,400株 −株 7,796,800株
（注） 発行済株式の総数の増加は、次によるものです。

新株予約権の行使に伴う増加 683,400株

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項
普通株式 80株
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（3）剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中の剰余金の配当及び当連結会計年度末日後に行う配当の予定はありません。

（4）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）に関する
事項

2016年10月１日
取締役会決議分

2018年12月28日
取締役会決議分

2021年１月５日
取締役会決議分

2024年8月30日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 20,000株 28,000株 128,000株 460,000株
新株予約権の残高 5,000個 7,000個 32,000個 4,600個
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

資金運用については、短期的な預金等に限定しており、余剰資金は安全性の高い金融資産で運
用しております。デリバティブは、投機的な取引を行わない方針であります。設備投資及び短期
的な運転資金を銀行等金融機関からの借入れにより調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、当社の与信管理規程及びグループ会社販売及び売掛債権管理規程に従

い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに主な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
連結子会社についても、当社のグループ会社販売及び売掛債権管理規程に準じて、同様の管理

を行っております。
営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ 信用リスクの管理

与信管理規程に従い、取引先ごとに設定した与信限度額を販売管理システムに登録し、シス
テムへの受注等登録が与信残を超えて登録ができないようにし、管理しております。
また、全取引先に対して１年ごとに信用調査会社の評点を取得し、与信限度額の見直しを図

っております。

ⅱ 市場リスクの管理
定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

ⅲ 資金調達に係る流動性リスク
各事業部・室が作成した販売計画・仕入計画をもとに、管理統括室経営管理セクションが適

時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(１)投資有価証券 ※１ − − −
資産計 − − −
(２)長期借入金 ※２
（１年内返済予定分を含む） 71,678 71,678 −

負債計 71,678 71,678 −
※１ 以下の市場価格のない株式等は、観察可能な市場価格がなく、「投資有価証券」には含まれて

おりません。当該市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
（単位：千円）

区分 当連結会計年度
非上場株式 101,250

※２ 変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価が帳簿価額に近似するこ
とから、当該帳簿価額によっております。

(注) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳
簿価格に近似するものであることから、記載を省略しております。「売掛金及び契約資産」「買
掛金」「短期借入金」「契約負債」「未払金」「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はございません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 − 71,678 − 71,678
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
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長期借入金
この時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
(1)賃貸等不動産の状況に関する事項
当社グループは、大阪市において、賃貸用の住居を有しております。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項
2025年８月期における当該賃貸用不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであり
ます。

(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時価

172,443 178,605
(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて社外の不動産鑑定士が算
定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 221円69銭
（2）１株当たり当期純損失(△) △24円42銭

10．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント
合計

AsReader事業
システムインテグレ
ーション事業

賃貸事業

日本 1,245,732 268,434 − 1,514,166

米国 132,003 − − 132,003

その他 6,612 993 − 7,606
顧客との契約から
生じる収益 1,384,349 269,427 − 1,653,776

その他の収益 − − 12,530 12,530

外部顧客への売上高 1,384,349 269,427 12,530 1,666,306

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な

事項に関する注記等（3）会計方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。
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（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならび
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま
れる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 330,147
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 207,506
契約資産（期首残高） 58,600
契約資産（期末残高） 68,876
契約負債（期首残高） 33,735
契約負債（期末残高） 30,939
契約負債は、主にAsReaderの販売に関する前受金、デジタルコンテンツ事業及びその他事業のライ

センス取引に係る顧客からの前受金に関するものであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりで

あります。
（単位：千円）

当連結会計年度
１年以内 15,358
１年超２年以内 7,313
２年超３年以内 5,077
３年超 3,190
合計 30,939
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11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
ⅰ 子会社株式 移動平均法による原価法
ⅱ その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算出しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、市場価格のない有価証券については、１株当た
りの純資産額と取得原価を比較して１株当たり純資産
額が50％を下回っている場合に減損処理の要否を検
討しておりますが、将来の超過収益力等を反映した価
額を実質価額とすることが合理的と判断される場合に
は、当該金額を純資産額に代えて減損処理の要否を検
討しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
ⅰ 商品、製品、原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法による算定)
ⅱ 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法による算定)

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。但し、建物、2016年４

月以降に取得した建物附属設備及び構築物につきまし
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 50年
建物附属設備 ８〜17年
構築物 15〜20年
工具器具備品 ２〜10年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。ソフトウエアについて
は、市場販売目的のソフトウエアは、見込販売期間
（３年以内）に基づく定額法、自社利用のソフトウエ
アは、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込
額のうち当事業年度負担額を計上しております。
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③ 製品保証引当金 販売した製品の保証期間内に発生する費用の支出に備
えるため、過年度の実績に基づいた見積額を計上して
おります。

④ 受注損失引当金 ソフトウエア受託開発において、その制作途上で損失
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが
できる契約について、損失見込額を計上しておりま
す。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。いずれに
ついても取引の対価は履行義務を充足してから主として1年以内に受領しているため、重要な金融
要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
①製品の販売
AsReader事業においては、主にバーコードリーダー、RFIDリーダー／ライター、赤外線通信

装置とその附属品の製造及び販売を行っております。このような製品の販売については、顧客に
製品をそれぞれ出荷した時点で収益を認識しております。
②工事契約
システムインテグレーション事業においては、主に顧客との請負契約により顧客仕様のシステ

ム開発を行っております。このようなシステム開発については、開発の進捗により履行義務が充
足されていくものと判断しており、一定の期間にわたり充足される履行義務として、ごく短い期
間にわたり充足される履行義務を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基
づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、予想される開発原価総
額に占める発生した開発原価の割合に基づいております。また、ごく短い期間にわたり充足され
る履行義務については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
③保守サービス
当社が顧客に提供した製品やシステムに関する保守サービスを提供しております。このような

保守サービスについては、顧客に役務を提供した時点で収益を認識しております。

（5）その他計算書類の作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はあり
ません。
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３．会計上の見積りに関する注記
当社は、計算書類の作成にあたり、当社が行った重要な会計上の見積り及び使用した仮定は次のと

おりです。見積りの基礎となる仮定は継続的に見直しております。見積りの変更による影響は、見積
りを変更した期間及び将来の期間において認識しています。なお、これらの見積り及び仮定に関する
不確実性により、将来の期間において資産又は負債の帳簿価額に対して重要な修正が求められる結果
となる可能性があります。

（1）棚卸資産の評価
当社は、当事業年度において、貸借対照表上、棚卸資産を428,498千円計上しております。

そのうち商品及び製品は387,843千円であり、商品評価減93,465千円が控除された金額です。
他方、原材料及び貯蔵品は40,655千円であり、原材料及び貯蔵品に係る評価減が112千円控除
された金額です。

（算出方法）
棚卸資産の評価方法は、主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しています。
（主要な仮定）

当該棚卸資産の評価方法は、過去の販売実績に基づく在庫回転率や市場の状況などに着目し、
将来の販売計画の実現可能性を見積もっており、主要な仮定に該当すると判断しております。

（翌年度以降への影響）
当社の事業においては、製品のライフサイクルが比較的短いことから、製品の販売可能性につ

いて不確実性を伴います。正味売却価額が想定よりも下回った場合あるいは、過去に評価減を計
上した商品が販売計画を上回って販売された場合、一定の在庫回転率まで低下した場合には、棚
卸資産の期末残高及び売上原価に影響を及ぼします。

（2）繰延税金資産
繰延税金資産は、その全額について回収可能性が見込めないとして計算書類に計上しておりま

せんが、会計上の見積りによるものであり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

（算出方法）
当社では繰延税金資産の回収可能性について毎期検討を行っております。当社の繰延税金資産

の回収可能額は、将来の課税所得の予測に大きく依存しておりますが、課税所得の予測は将来の
事業環境や当社の事業活動の推移、その他の要因により変化します。
なお、当期において、当社は繰延税金資産については全額回収可能性がないと判断し、評価性

引当額を控除したため計上しておりません。
（主要な仮定）

当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去３年実績及び当事業
年度の経営成績や、中期計画（３ヶ年）を総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第26号「繰
延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に定められた要件に基づき分類しております。その
上で、当社の将来の業績に与える影響を客観的に予測することは困難であるため、翌事業年度の
１年間の課税所得を見積るとともに、分類に応じて中期計画の実現可能性を勘案した上で一時差
異の解消時期をスケジューリングし、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
将来の課税所得の見積り及び将来減算一時差異のスケジューリングは、繰延税金資産の回収可

能性を見積る上での主要な仮定に該当すると判断しております。
課税所得の見積りの際に使用した中期計画は、販売戦略を考慮して見積られた将来の売上予測

や過去実績を踏まえた営業利益率に基づいております。
（翌年度以降への影響）

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌
事業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与え
る可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）担保資産及び担保債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
建物 459,089千円
土地 292,589千円

計 751,678千円

担保付債務は、次のとおりであります。
短期借入金 500,000千円

計 500,000千円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債権 644,449千円
金銭債務 22,496千円

（3）当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行８行と当座貸越契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,150,000千円
借入実行残高 650,000千円
差引額 500,000千円
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５．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 108,847千円
仕入高 79,998千円
製造原価 16,318千円
販売費及び一般管理費 82,531千円

営業取引以外の取引高 8,044千円

（2）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額
売上原価 △10,345千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当該事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 80株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 （千円）
税務上の繰越欠損金 53,872
子会社出資金 2,185
貸倒引当金 168,895
投資有価証券 33,072
棚卸資産 29,757
未払事業税 2,771
賞与引当金 15,058
製品保証引当金 442
その他 9,554

繰延税金資産小計 315,609
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △53,872
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額（注） △261,737
繰延税金資産合計 −
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除却費用 194
求償債権 171

繰延税金負債合計 365
繰延税金負債の純額 △365
（注）前事業年度末と比較して評価性引当額が78,560千円増加しております。主な理由は、子会社に対する貸

倒引当金が増加したことによるものであります。
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 AsReader,Inc. 所有直接100％
商品の販売(注１)
資金の貸付(注２)
役員の兼任

商品の販売
利息の受取
貸倒引当金繰入額
資金の貸付
支払手数料

97,674
6,287

167,314
164,408

14

売掛金
貸倒
引当金
長期
貸付金

7,927

427,112

529,897

子会社 大連明日星
科技有限公司

所有
直接100％

固定資産の購入
(注１)
開発の委託(注１)
役員の兼任

商品の販売
固定資産の購入
仕入高
製造原価
支払手数料
研究開発費

8,618
10,213
79,998
16,318
62,914
15,880

売掛金
買掛金

2,236
22,496

子会社 株式会社自動
レジ研究所

所有
直接100％

商品の販売(注１)
資金の貸付(注２)
役員の兼任

商品の販売
資金の貸付
利息の受取
貸倒引当金繰入額

2,555
25,000
1,757
62,958

売掛金
長期
貸付金
貸倒
引当金

225

102,000

100,824
取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上、決定しております。
(注)２．資金の貸付については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 208円51銭
（2）１株当たり当期純損失(△) △28円24銭

10．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 10．収益認識に関する注記」に同一の内

容を記載しているので、注記を省略しております。
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11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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